
No 事業名
2012年度予算
（千円）

選定する際の
主な視点

主な論点

1

広報なごや、テレビ広
報、新聞等広告、ラジ
オ広報

305,383 施策実現の効果

2
公式ウェブサイトの管
理運営

21,634 施策実現の効果

3
子ども・子育て支援セ
ンター

55,614 施策実現の効果

相談業務や講座は、現在、市内48か所の保育所で実施してい
る「地域子育て支援センター」などにシフトし、子育て支援ネット
ワーク機能等は市役所内で実施するなど、機能を他施設に移
行することにより、子ども・子育て支援センターのあり方そのも
のを検討する必要があるのではないか。

4
なごや教師養成塾（教
育研究調査事業）

17,454 施策実現の効果

なごや教師養成塾は、団塊の世代の大量退職に伴う人材の早
期確保等を目的として開始されたものであるが、採用倍率が増
加しており、必要性が低下しているのではないか。
また、採用試験の前に、受験予定者の一部の養成を行うもの
であるが、採用予定者全体に対して一人ひとりの技量を高める
ような手法にシフトすることを検討する必要があるのではない
か。

5 環境学習センター 33,279
施策実現の効果
及び民間活力
の積極的な導入

6
リサイクル推進セン
ター

74,858
施策実現の効果
及び民間活力
の積極的な導入

7 鳴海プール 64,439 民営化等の検討
同一区内の緑スポーツセンターが温水プールを有しているた
め、施設が重複していることから、施設の民営化など、さらなる
民間活力の活用について検討する必要があるのではないか。

8
シルバー人材センター
事業への補助

227,796
行政の関与の必
要性

高齢者の就労を通じた生きがいづくりや社会参加の促進を目
的として団体へ補助を行っているが、団体の自主財源を確保
することにより、市の補助を縮減することを検討する必要があ
るのではないか。

9 衛生研究所 101,108
民間活力の積極
的な導入及び施
策実現の効果

検査業務について、さらなる民間委託化を進めることで、組織
体制の簡素化・効率化を検討する必要があるのではないか。
また、調査研究業務について、研究結果の行政課題への反映
が分かりにくいため、研究の成果がどのように行政課題の解
決に役立ったなどを分かりやすく説明する必要があるのではな
いか。

10 ポンプ所維持 467,528
行政資源の有効
活用

ポンプ所維持管理にかかる人員は専らこの業務に従事してい
るが、業務の繁閑に差があることから、支障のない範囲で他の
実務に従事するなど、柔軟な人材活用を検討する必要がある
のではないか。

11
市民ギャラリー（ギャラ
リー矢田）

96,155
うちギャラリー矢田分

31,890
施策実現の効果

12 市政資料館（展示室） 110,767 施策実現の効果

13 工業研究所 341,772
民間活力の積極
的な導入

本市以外の政令指定都市では大阪市を始め4市しか公的試
験．研究機関である工業研究所がなく、本市においても必要で
あるのか検討する必要があるのではないか。また、本市が直
営で執行する場合でも、業務の民間委託や、必要最小限の体
制であるかを検証する必要があるのではないか。

14 公園維持管理 3,031,945
適正なサービス水
準及び施策実現
の効果

安全性等の面で行政が責任を持つべき部分、民間に委託でき
る部分、市民団体に限らず地域の公園利用者等にお願いでき
る部分を整理・見直し、更に経費を削減できるような方策を検
討する必要があるのではないか。また、公園が地域にとってよ
り身近で魅力的な存在となるよう、公園利活用の推進策を検
討する必要があるのではないか。

15
市営路外駐車場（大須
駐車場）

252,698
うち大須駐車場分

83,115

既存ストックの有
効活用及び民営
化等の検討

大須駐車場の運営については、指定管理者制度を平成18年
度から導入しているが、平成20年度、21年度と採算がとれてい
ないため、更なる民間活力の導入の観点から民間移管を検討
する必要があるのではないか。また、大須駐車場のあり方につ
いては、市有地の地上に設置されていることから、近隣の民間
運営による駐車場で駐車需要への対応が可能か検証し、駐車
場以外への利用も視野に入れ、施設のあり方を検討する必要
があるのではないか。

平成25年度当初に予定している両施設の機能統合たあたり、
各事業の必要性を精査するとともに、科学館などの集客力の
高い他の施設との連携による事業展開などにより、さらなる効
率的・効果的な運営を検討する必要があるのではないか。
また、民間活力の積極的な活用の観点も踏まえ、市が直営で
実施する範囲を最小限にとどめ、運営体制の効率化を検討す
る必要があるのではないか。

本市では、市長室において広報紙、テレビ広報、ラジオ広報、
商業新聞等、広告の事業を行い、市民経済局においてウェブ
サイト等を活鳳して、市政情報を発信しているが、広報媒体の
連携を深めるなど効果的な事業執行のあり方を検討するととも
に、限られた財源をより有効かつ効率的に活用するために、広
報媒体の選択について検討・整理する必要があるのではない
か。

市民ギャラリー及び市政資料館（展示室）において美術作品等
の展示を行っているが、利用率の低いこれらの展示スペース
について、役割の整理や他の用途での活用などを含め検討す
る必要があるのではないか。
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